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環境標準とその経済分析 

Environmental Standard and Its Economic Analysis 

 

大沼 あゆみ(Ayumi Onuma)  

山本 雅資(Masashi Yamamoto) 

 

環境政策にとって「標準」の果たす役割は小さくない。本稿では, 環境標準とその経済効

果について論じる。はじめに, 環境標準の概要と定義を述べ, この定義に沿って, 既存の

環境標準の類型化を試みる。さらに環境標準の導入によって企業の生産量がどのように影

響を受けるのかを理論的に分析する。最後に CGE モデルによるシミュレーション分析で具

体的な 2つの環境標準導入についての経済効果の検証を行う。 

 

Abstract 

“Standards” play a significant role in an environmental policy. This study discusses 

environmental standards and their economic impacts. As an introduction, we discuss 

the overview and definition of environmental standards. Moreover, we perform a 

typology of existing environmental standards. In addition, we theoretically analyze the 

effects of introducing environmental standards on company production. Finally, we 

perform a simulation analysis using computable general equilibrium (CGE) models to 

validate the economic effects of two practical introductions of environmental standards. 
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環境標準とその経済分析 ∗

大 沼 あ ゆ み
山　本　雅　資

要　　　旨
環境政策にとって「標準」の果たす役割は小さくない。本稿では，環境標準とその経済効果につ

いて論じる。はじめに，環境標準の概要と定義を述べ，この定義に沿って，既存の環境標準の類型
化を試みる。さらに環境標準の導入によって企業の生産量がどのように影響を受けるのかを理論的
に分析する。最後に CGEモデルによるシミュレーション分析で具体的な 2つの環境標準導入につ
いての経済効果の検証を行う。

キーワード
標準化，規格，環境標準，CGEモデル

1． はじめに

歴史的にみて，最初の標準化は，王朝の権威を示す巨大な建造物の工事に不可欠な「単位」をめ

ぐってであると考えられている。
（1）

その後も我々の身近なものだけでも，ネジや電球ソケットの形状

など数多くの標準が定められてきた。こうした標準が存在しないことによる混乱を想像してみれば，

標準化というものが我々の日常にとっていかに必要不可欠なものであるかが認識できる。

現代社会においては，ビデオにおける VHS・ベータ戦争やウィンドウズのディファクト・スタン

ダード化といった例からもわかるように，標準化のもつ意味はさらに重要さを増し，産業政策や貿

∗ 本稿の一部は，2004年 4月 19日経済産業省「標準化経済性研究会」，及び 2005年 3月 17日「慶應
環境会議」での報告内容をもとにしている。出席者の方々の有益なコメントに感謝する。また，本論文
作成の過程で，山口光恒教授，細田衛士教授，帝人ファイバー株式会社鈴岡章黄氏，新井直樹氏，北道
佳久氏，太平洋セメント株式会社仙波裕隆氏，長野健一氏，及び株式会社価値総合研究所山崎清氏より
貴重なコメントを頂戴した。記して謝意を表したい。当然のことながら，有り得べき誤りはすべて筆者
に帰するものである。

（1） 大島ほか（1992）より。当時は，長さ・重さ・体積といったものの計測単位としては，人間の身体
の一部を基準として用いることが多かったことから，呼称は同一でも実際の長さ・重さなどは異なる
といった例が数多くみられた。

157（295）



易政策で重要な役割を果たしてきている。
（2）

本稿ではこれらの標準を「従来型標準」と呼ぶ。その一

方で環境改善のための標準化の動きも広がっていることから，本稿ではこの「環境をめぐる標準化」

に関する考察を行う。

今日，環境問題に対する関心の高まりを背景にして，企業の経済活動に対する環境面での制約が

課せられつつある。経済活動を環境保全的なものに方向付ける手段として「経済的手段」及び「直

接規制」の 2つの類型化を行う場合が多い。一方，環境政策の手段として標準を用いるケースも少

なくなくなってきた。この直接・間接的に環境改善を目的とする標準を，本稿では「環境標準」と

呼ぶ。環境標準を企業が適切に採用することで，規制・経済的手段によらない環境改善を実現する

可能性があるのである。

環境標準の代表的な例は，DfE（環境配慮製品設計）を統一化することである。たとえば，製品材料

や飲料容器を再使用・再資源化しやすいように，その材質や形態を製品横断的に統一することは，環

境標準化として考えることができる。このような環境標準と従来型標準との差異を明確にするため

の分類化も行われつつある。「環境 JIS」および「環境・資源循環規格」はその中心的なものである。

「環境 JIS」とは，環境・資源循環に関する日本工業規格（JIS）をいい，この「環境 JIS」に国際

規格を加えたものを「環境・資源循環規格」と呼ぶ。
（3）

以上の規格は，いわゆるデジュリ（公的）標準

である。これに，デファクト標準，自主（合意）標準，環境規制も加えたものを「環境標準」と呼ぶ

ことにする。
（4）

従来型標準の分類はこれまでにもいくつか試みられている。例えば，Grindley（1995）は，従来

型標準を，大きく「インターフェース標準」と「クオリティ標準」に分類している。
（5）

それによれば，「クオリティ基準」とは製品そのものの特徴を扱うもので，さらに「ミニマム品質

（minimum attribute）標準」と「製品特性（product characteristics）標準」に分類することができ

る。「ミニマム品質」とは，（広義の）製品の最低限の品質を定めるものである。具体的には，JIS認

（2） 土井（2001）によれば，規格は，技術的なフォーマットを指し，標準は市場で支配的・標準的な規
格と定義される。

（3） この「環境・資源循環規格」は，分野横断的な環境問題に対応するために 2001年に日本工業標準
調査会標準部会の下に設置された環境・資源循環専門委員会が審議を行っている。さらに「環境・資
源循環規格」を「環境配慮規格」と「環境測定規格」とに分類し，以下のように定義している。
1.「環境配慮規格」は環境側面（資源循環を含む）を導入した製品の規格及びそれらの試験・評価
方法等の規格とする。

2.「環境測定規格」とは大気・水質などの環境を汚染する物質等の環境中の濃度又は排出濃度の測
定方法，及び化学物質等が環境・生物に及ぼす影響に係る試験方法等の規格とする。

　　　同委員会は環境 JISの円滑な策定を進めるために年度ごとにアクションプランを策定してきた。その
結果，平成 14年度の年度当初の総規格数は 129であったのに対して，平成 17年度は 219と 2倍近
くの規格が策定されるにいたっている。詳しくは，日本工業調査会のホームページを参照のこと。

（4） デファクト標準と自主（合意）標準をまとめて，土井（2003）では自主標準と呼んでいる
（5） このような定義の概観は，土井（2003）に依拠している。具体的な例をあげれば以下のようになる。
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定のセメントである以上は最低限満たさなければならない強度基準などがこれに当たる。また，い

わゆる安全や健康に関する規制なども含む。一方，「製品特性」とは製品をおおまかにくくるもの，

あるいはある製品のもつ支配的な特性をさす。例えば，テレビの画面サイズでは「インチ単位」が

支配的であることは，製品製法上の製品特性標準であり，電話機のプッシュボタンの配列において

も支配的なパターンが存在することは製品構造上の製品特性標準であるといえる。

一方，「インターフェース標準」とは，利用者に対して製品やサービスをシステムの中に組み込む

ことができることを保証するものである。例としては，VHSで録画されたビデオであれば，他の

VHS機でも再生が可能であるし，あるOS上で作成したファイルは同一のOSユーザーであれば利

用可能であるといったものがあげられる。

環境標準においても，クオリティ型やインターフェース型の分類が妥当する場合もある。たとえ

ば，エコセメントや古紙の標準化には，品質保証の側面があり，クオリティ型であろう。また，ビー

ル瓶の規格統一は生産者間で容器再利用の互換性を高めるためのものであり，インターフェース型

である。

しかしながら，本稿では，環境標準の機能をより明確にするために，従来型標準とは必ずしも足

並みを合わせて定義せず，いくつか独自の定義を行う。具体的には，「製品規格型」および「基準設

定型」という視点，さらに「動脈型」および「静脈型」の視点を導入して定義する。これらの定義

に基づき，環境標準の効果を検証することが目的である。まず，われわれの定義に基づき，環境標

準が生産者に与える影響と導入インセンティブを考察し，いくつかの政策的含意を導出する。さら

に理論モデルと実証モデルを用い，環境標準を導入することの経済効果を分析する。

本稿での主な結論は以下の通りである。環境標準の導入による企業への効果を考察した結果，自

発的な環境標準の導入は従来型標準に比して容易ではなく，政策的工夫が必要であることが論じら

れる。そして，環境標準導入をより効果的にするためには，環境基準と環境規格のセット導入が有

効であることが論じられる。さらに，経済理論に基づく分析から，生産水準に負の影響を与えない

動脈規格の使用義務率の諸条件が明らかにされた。最後にシミュレーション分析により，環境 JIS

の例であるエコセメントと容器リサイクル法の影響により開発されたボトル toボトルリサイクルと

いう 2つの例による便益を導出した。その結果，本モデルにおける前傾条件のもとでは BtoBリサ

イクルの方が消費者にもたらす便益が多いことが明らかになった。

また，本稿の構成は次のとおりである。第 2節では，環境標準に関する定義を設定し，既存の環境

タイプ 例
検査・計量方法

ミニマム品質 パッケージング

クオリティ標準
社会的規制
ガソリンのオクタン価

製品特性 電話・電卓の数字配列
家電製品のサイズ
電話の規格

インターフェース標準 ビデオの形式
車のパーツ
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標準の類型化を試みる。さらに，この定義に基づいて環境標準の経済効果について論じ，いくつか

の政策的含意を示す。第 3節では，動脈規格の経済効果を，経済理論に基づいて分析する。第 4節

では，エコセメントと BtoBリサイクルの 2つの例について，応用一般均衡モデルを使ったシミュ

レーション分析で具体的な経済効果を計算する。

2． 環境標準の定義

本節では，従来型標準と環境標準の差異について考察し，新たな環境標準の定義を提案するとと

もに既存の環境標準をこの定義に基づいて類型化する。また，この定義に基づいて環境標準の経済

効果について概観した後，最後に政策的含意を述べる。
（6）

2.1 環境標準の類型化

環境標準を以下の 2つに定義しよう。それぞれに対して，いわゆる「環境 JIS」の 2つの定義が

関連している。
（7）

1. 基準設定型標準：財サービスの生産消費・廃棄の過程で発生する環境負荷の許容上限を規定し，

遵守目標を定めるもの。

2. 製品規格型標準：環境負荷の軽減につながるような，財サービスの形態を規定するもの。また，

財・サービスのミニマム品質を定めるもの。

第一の標準である基準設定は，罰則が明示されている法的規制から，罰則のない努力目標としての

基準設定まで存在する。基準設定型標準は，財・サービスの生む直接的な「外部費用」を制御するも

のと考えてよい。第二の標準が，製品そのもののデザインと品質に関わるものであり，いわゆる「製

品規格」として各企業が製品生産で使用する同一のデザインとミニマム品質を規定する。製品規格

型標準には，互換性などのインターフェース型に加えて，品質保証などのクオリティ型も含まれる。

環境標準という概念からは，製品規格型をイメージする場合が多いだろう。しかし，環境標準化

政策では，基準設定型も重要な役割を担っている。本稿で，基準設定型を独立したものとして扱っ

ているのは，そうした理由からである。基準設定型標準は，環境負荷あるいは負の外部性という側

面での製品の「機能」に関わるものであり，一方で，製品規格がデザイン・品質に関わるものである

ことから，広い意味で両標準が財・サービスを低負荷型に誘導するために主要な役割を果たす。以

（6） 本節の内容は大沼（2005）を大幅に加筆したものである。
（7） 基準設定型のうち，測定方法を定めたものが環境 JISにおける環境測定規格に対応する。また，製

品規格型は環境 JISにおける環境配慮規格を含む。
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下では，基準設定型標準を「環境基準」，製品規格型標準を「環境規格」と呼ぶ。

以上の視点を別の観点から捉え，上記の分類に，「動脈」と「静脈」の視点を導入することが便利

である。

1. 動脈型標準：財の生産プロセスから，流通消費までの部分で定められる標準。

2. 静脈型標準：生産・消費からの廃棄物の収集，処理，再生・再資源化に関わる標準。

以上の類型化から，4つのタイプの環境標準が定義できることになる。すなわち，動脈基準設定型

環境標準（以下，動脈基準），静脈基準設定型環境標準（静脈基準），動脈製品規格型環境標準（動脈

規格）および静脈製品規格型環境標準（静脈規格）である。

動脈基準の代表的なものは，生産・消費プロセスでの排出規制である。動脈基準の設定により，さ

まざま排出処理技術の性能が統一化される。動脈基準はそれ自体環境保全的である。一方，動脈規

格は，製品のインプットとして使用されることで直接・間接に環境効果を生むものである。たとえ

ば，エコセメントは，廃棄物を利用して生産されることから，廃棄物処理の軽減に貢献する。生産

でエコセメントの使用義務率（あるいは使用目標）を定めることは，動脈基準とみなすことができる。

このように，動脈基準・規格は，セットとして導入することで環境保全に対する効力を増加させる

ことができる。

一方，静脈基準の代表的なものは，廃棄物の処理や再資源化に関わる規制や目標のことである。た

とえば，容器リサイクル法の再商品化率の義務付けはこれに当たる。静脈規格は，換言すれば，統一

された DfE（環境配慮製品設計）のことである。静脈規格を採用することで，廃棄物処理や再資源化

が容易になる。動脈標準と同様に，静脈基準と静脈規格化をセットで導入することが効果的である。

現状の環境標準が，以上の類型化のどこに当たるか，表 1にまとめてある。
（8）

基準設定型 製品規格型

自動車の排ガス規制 エコセメント

動脈型
汚水処理規制 再生紙
大気汚染排出規制 再生骨材
グリーン購入法 エナジースター

焼却時のダイオキシン濃度 リターナブル容器
最終処分時の廃棄規制 ガラスカレット

静脈型 容器リサイクル法 PETボトル協会自主規制
家電リサイクル法 PCグリーンラベル
自動車リサイクル法 エコマーク

表 1 環境標準の類型化

（8） 一部の標準については，2つ以上に該当するものがある。その場合はどちらか代表的な類型に分類
している。
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2.2 従来型標準の経済効果と環境規格

伝統的な標準化の議論では，David（1985）が指摘しているタイプライターの QWERTY，ビデ

オの VHS，コンピュータ OSのWindowsなどに見られるように，同一標準が組み込まれた製品規

格を用いることによるネットワーク外部性をベースにして，消費需要拡大や産業内での優位性の確

立などのポジティブな効果の観点から標準化の経済効果を評価する。先に述べたように，これらの

標準を，環境標準との差異を明確にさせるために，「従来型標準（従来型規格）」と呼ぶ。

同一の従来型標準をすべての企業が導入した場合，市場規模が拡大することが期待される。また，

このことが従来型標準の主要目的の 1つである。この拡大は，まず，消費需要の増大を通して行わ

れる。これは，製品使用の利便性が向上するためである（ネットワーク外部性）。続いて，需要拡大に

伴い，大量生産が可能となるため，さまざまな面で費用低下が起きる（マーシャルの外部経済）。こ

れが更なる需要の拡大をもたらす。個々の企業にとっても経済全体にとっても標準の利益が生じる。

さらに，従来型標準では，他企業が同一の標準を採用している状況下では，ある企業にとってその

標準を採用することが一般には合理的である。他の製品規格を採用してもネットワーク外部性が働

かず，限定的な需要しか得られない可能性があるからである。

これに対し，環境標準の主要目的は「環境改善」である。では，環境標準を採用するときに，従

来型標準と同様の効果，とりわけ利潤面での効果が期待できるのであろうか。これは，企業が環境

標準を採用するかどうかを決定する際，きわめて重要な点である。以下では，環境規格の導入イン

センティブを中心に，この点を考察する。

2.3 環境規格の経済効果

一般に，従来型標準と異なり，環境標準は直接消費者に製品使用時の利便性を与えないものとみ

てよい。環境標準が，生産者の生産活動および廃棄の環境負荷を緩和することで，公共財としての

環境の質を向上させ，間接的に消費者の便益に資するものとなることを目的としているからである。

以下では，とくに動脈規格・静脈規格の企業に対する効果を考察する。

2.3.1 静脈規格の導入インセンティブと効果

他企業が DfEを導入していない場合，ある企業にとって，製品に DfEを採用する（あるいは基準

を満たすようにする）ためのインセンティブが存在するだろうか？ DfE導入は，生産費用を一般に

上昇させると考えられる。しかし，一方では，DfE採用による需要拡大の効果が生じる可能性があ

る。それは，DfEは，消費者に対し，環境配慮製品であることの情報を的確に伝達することで，購

入を促進するからである。とりわけ，グリーンコンシューマーに対しては，その効果は小さくない

と考えられる。しかしながら，グリーンコンシューマーの市場における比率は限られており，しか

も生産費用上昇により製品価格も上昇すると考えられることから，需要の拡大による収入増加は限
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定的である可能性が高い。したがって，この場合，収入増加を DfE導入による費用上昇が上回るだ

ろう。このことより，複数の企業と競争し，他企業がDfEを導入していない場合，自身だけがDfE

を導入することは短期的に利益を低下させるであろう。すなわち，すべての企業がDfE非導入の状

況はナッシュ均衡であると考えられる。

したがって，DfEの広範な導入は，政策的な工夫から行われる必要がある。企業の経営面での環

境配慮要求は社会的に強まってきている。たとえば，EPR（拡大生産者責任）の導入などによるリサ

イクルの義務付けが政策的に求められてくるとき，企業は DfEの導入を行うことになる。そして，

市場に参加している他の企業が DfEを導入しているときに，自身が非環境配慮的な行動をとること

は合理的ではなくなる。近年，重要視されつつある CSR（企業の社会的責任）の視点が，DfEから

逸脱することが合理的な行動でないことを後押しする。したがって，すべての企業がDfEを導入す

る状況もナッシュ均衡となる可能性がある。以上から，とりわけ政策的変化が，環境標準の発展に

とってきわめて重要な前提となる。DfE導入の状況の下では，さらに環境標準の導入が合理的な選

択となる可能性があるからである。

では，各企業が独自にとるDfEを標準化する利点は何であろうか。標準の使用者としての企業に

とって，従来型標準のようなネットワーク外部性は一般には存在しないだろう。また，個別の最適

DfEから他のDfEをとることは生産費用をさらに上昇させるだろう。しかし，製品規格を共通化す

ることで，2つの費用低下が生じる。

1つは，採用された共通規格の投入コストが低下する可能性がある。これは，同一規格の大量生

産が平均費用の下落を促進する。一方で，規格を利用することにより，リサイクル等の再生・再資

源化費用も低下することが考えられる。これは，マーシャルの外部経済を実現するものである。環

境規格が合理的になるためには，こうした側面での効果が，共通規格をとることの費用上昇を上回

ることが条件となる。

他方，共通規格を利用することは，製品に独自のデザインを発揮できる可能性を小さくする。デ

ザインが財の需要に重要な役割を果たしている場合，環境標準導入には負の効果があるかもしれな

い。もし，このような効果も十分小さく，費用軽減面での条件も満たされた場合，共通規格をすべ

ての企業が導入している状況は，ナッシュ均衡として特徴付けられるだろう。ある企業だけにとっ

て DfEを導入しない行動，あるいは，製品規格を用いない DfEを導入する行動は，以上述べた理

由から逆に利潤を減らすことになるからである。さらに，1つの市場・産業で環境標準が採用され

ている状況の下では，他の DfEをとって市場に参入する企業は，費用面で大きな不利益を蒙ること

になろう。その意味で，DfE導入が一旦行われれば，その状態は各企業およびその産業で持続可能

であるものと考えられる。

以上，静脈規格に関しては，3つのナッシュ均衡が考えられる。しかし，個別のDfEを導入してい

る状況から静脈規格を複数の企業が導入する新たな均衡に移るためには，何らかの政策的な「プッ
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シュ」があることが必要であろう。静脈規格導入の根拠である費用軽減の便益は，一企業が導入し

ただけでは実現しないからである。

2.3.2 動脈規格の導入インセンティブと効果

動脈規格は，生産者のインプットに関わるものである。生産者にとって，従来のインプットを，環

境配慮型インプットに変更する理由はあるだろうか。1つは，政策的にインプットの一定割合を環

境配慮型にすることを義務付けられる状況が考えられる。もう 1つは，企業がDfE導入を進めるの

とまったく同様に，グリーンなインプット（エコセメントや古紙など）を製品の一部に利用すること

で，企業イメージを環境保全的なものとする効果が生じ，グリーンコンシューマーからの需要拡大

が期待できる場合である。この側面の効果が大きい場合は，他企業が動脈規格をインプットとして

いるとき，自身だけがそうではない行動をとることは不利益になるだろう。その意味で，動脈規格

をインプットとして利用することは，DfE導入と同一の経済行動としてみなすことができる。ただ

し，需要の増大が限定的である場合は，このことは成立しない。

環境配慮型インプットとして多様なものが存在する状況と比べて，環境規格として統一されるこ

との重要な利点の 1つは，その品質が明確となり，使用リスクが大きく低下することであろう。ま

た，このような環境配慮型インプットは，通常のインプットに比して割高であることが多いが，規

格化することで，マーシャルの外部性に基づき費用低減を実現することになり，通常のインプット

と費用面での差が縮小されていくことが考えられる。ここに動脈製品規格の重要性があるものと考

えられる。

以上，環境規格導入に関する考察を行った。これらの考察をもとに環境標準の政策的含意につい

て述べる。

2.4 政策的含意

環境改善のために，環境規格の導入は重要な役割を果たすことが期待される。以下では，重要な

政策的含意について簡潔に述べる。

（1）デジュリ環境規格の重要性 環境規格がデファクト規格として市場発生する可能性は，従来型

標準のケースよりかなり小さいであろう。環境規格は，企業利潤に直接貢献するものではないから

である。さらに，たとえ企業利潤に資する点が存在しても，環境改善のために最適な規格に合意す

るとは限らない。したがって，環境改善を目的とすると，環境規格はデジュリ規格として導入され

るのが適切である。ただし，企業間に技術的格差が存在する場合，政府がどの技術水準を基準とし

て規格を設定すべきかという問題は残る。トップ水準に基準を置けば，もっとも環境改善が進むが，

採用される企業が少なくなったり，規格導入コストが甚大なものとなったりする恐れがあるからで

ある。この問題の考察は，本稿では行わないが，今後の研究の重要な課題である。
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（2）規格・基準設定とのセット導入の有効性 これまでも述べたように，環境規格の導入インセン

ティブをすべての企業に与えることは容易ではない。政策当局は，環境基準の導入とセットとして

導入することにより，環境規格の導入を促進することができる。

基準設定とセット導入として環境規格を採用することで，企業の遵守費用は，環境基準を独立で

導入するケース（いわゆる直接規制のケース）と比較して，小さいものとなることが考えられる。こ

れは，これまで述べてきたように，環境規格が個別規格と比較して，導入費用を低下させる可能性

があるからである。

（3）環境改善効果を経済的に還元 環境規格の導入インセンティブを高めるためには，環境改善の

効果が経済的に導入企業に還元される枠組みを構築することが有効である。たとえば，環境規格の

導入が CO2削減効果をもたらすとすれば，それを経済的に還元することは，排出権取引制度により

可能となるであろう。

以上，簡単に政策的含意を述べた。次に，理論・実証分析に移る。

3． 動脈規格の経済効果：理論分析

本節では，環境標準の経済効果を理論的に考察する。mだけの企業が存在し，生産活動を行って

いる。各企業は，それぞれの生産関数 fiのもとで価格が P である同一の財の生産を行っている。こ

の生産関数は，f ′ > 0, f ′′ < 0を満たしている。本節で考察を行う環境標準は動脈規格である。こ

れは，前節で定めたように，各企業の環境配慮型インプットである規格である。本節では，政府が

生産者に環境配慮型インプットの使用を義務付ける状況を想定する。この使用義務付けを行うとい

かなる経済効果があるか，また，環境配慮型インプットを規格化することによる効果，さらに生産

水準に与える影響を，簡単なモデルで考察する。

政府が各企業が用いるインプットに関し，一定の比率で環境配慮型インプットを使用するよう義

務付けるものとする。このインプットを，Xg，その価格を vと記し，そうでない従来の非環境配慮

型インプットをXv，その価格を qとする。したがって，

Xi = X
v
i +Xg

i , ∀ i （1）

である。環境配慮型インプットは規格導入以前は複数が存在するものとする。また，環境配慮型イ

ンプットに関しては，θ の割合で品質の劣るものが存在するものと仮定する。品質の劣るインプッ

トを用いることでの損失を diX
g とする。これにより，企業の期待利潤は，

πi = Pfi(Xi)− qXv
i − vXg

i − θdiX
g
i , ∀ i （2）

165（303）



である。ここで，政府の政策的介入でXiの一定割合 λをXg にしなければならないものとする。す

ると，上式は

πi = Pfi(Xi)− q(1− λ)Xi − λvXi − θλdiXi, ∀ i （3）

利潤最大化行動により，

Pf ′
i(Xi)− q(1− λ) = λ(v + θdi), ∀ i （4）

以下では，上付添字の 0, 1, ∗を，それぞれ，環境配慮インプット使用義務付けを行わない場合，行
うが規格がない場合，そして規格としてインプットが統一されている場合のそれぞれを表すものと

する。したがって，

q < v + θdi, ∀ i （5）

が成立する場合，f ′′ < 0よりX1
i < X

0
i となり，次の性質が導かれる。

結論 3.1 q < v + θdi が成立するならば，環境配慮型インプットの使用義務付けにより Y 1
i < Y

0
i

が成り立つ。Y 0
i − Y 1

i は λが大きくなるほど大きなものとなる。

すなわち，v ≤ q であったとしても，期待損失 θdi の大きさが十分大きい場合は，企業は全体のイ

ンプットを減らし，生産量を減少させることになる。また，減少の大きさは，環境配慮型インプッ

ト比率の増加関数となる。

ここで，環境標準である動脈規格を導入しよう。この規格は，生産者にインプットの品質保証を

行うとともに，インプット生産を同一の技術で行うことで規模の経済が働き，単位価格が低下する

役割を果たすものとしよう。すなわち，このもとでの v, θを v̄, θ̄とすると，

v̄ < v （6）

θ̄ < θ

となる。さらに，v̄, θ̄に対する生産者の主体的均衡において

q ≥ v̄ + θ̄di, ∀ i （7）

が成立するならば，動脈規格の導入により，生産量は増加することになる。

とりわけ，動脈規格導入により品質リスクがゼロとなるとき，θ̄ = 0となり，動脈規格を備えた

インプットの価格のみが，生産を増加させるかどうかのポイントとなる。では，次にこの価格の決

定について見てみよう。動脈規格であるインプットの需要量Dg は，λ
Pm

i=1Xi である。このイン

プットの生産について，次のように仮定する。
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• 動脈規格インプットの生産は，廃棄物W を用いて行われるものとする。
• 原材料W は，無料で調達することができる。
• 生産要素は労働のみである。
• 利潤はゼロである。したがって，平均費用が動脈規格インプットの価格となる。

最初に，物質収支原則より，

λ
mX

i=1

Xi =W （8）

が成立する。一方，W の処理に必要な労働量 Lは，

L = h(W ), h′ > 0 （9）

と決定されるものとする。hは逆 S字型の関数であると仮定する。すなわち，ある W̄ までは h′′ < 0，

それを超えると h′′ > 0である。さらに，このインプットの生産者の利潤がゼロであることより，

vλX = wh(W ) （10）

が成立しなければならない。ここで，wは賃金率を表す。以上より，vは，次のように表される。

v =
wh(W )

W
（11）

言うまでもなく v は h(W ∗)/W ∗ = h′(W ∗) が成り立つ W ∗ で最小値をとる。この値を v∗ =

h(W ∗)/W ∗ と記す。したがって，直ちに次の結論が得られる。

v∗ > qである場合，いかなる λのもとでも Y ∗
i < Y

0
i となる。また，v

∗ = qである場合，W =W ∗

となるように λを定めた場合のみ，Y ∗
i = Y 0

i である。したがって，v
∗ ≥ q の場合，環境規格を導

入しても生産量は増大することはない。以上を次のようにまとめる。

結論 3.2 v∗ ≥ qならば，Y ∗
i ≤ Y 0

i (∀λ)である。Y ∗
i = Y 0

i となるのは，W =W ∗となるよう λを

定めた場合に限る。

次に，v∗ < qである場合は，λの大きさが，その効果に影響を与える。この場合，次の W̄1 < W
∗ < W̄2

である W̄1, W̄2 が存在して，

h(W̄1)

W̄1

= q =
h(W̄2)

W̄2

（12）

が成立する。ここで，次のような λ̄j(j = 1, 2)を特定化する。まず，v = qのもとでは，いかなる λ

に対しても，

X∗
i = X0

i , ∀i （13）
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が成立することに注意する。したがって，W̄j = λ
Pm

i=1X
0
i を満たす λを λ̄j とすると，λ = λ̄j と

設定することで (λ̄1 < λ̄2) ，
mX

i=1

λ̄jX
∗
i = W̄1 （14）

v = q

が均衡の 1つとして成立する。
（9）

生産量に負の影響を与えないためには，λ̄1 以上の λ(≤ λ̄2)の λを義務付けることが有効である。

実際，以下が均衡として成立する。

W̄2 > λ̄j

Pm
i=1X

∗
i > W̄1 （15）

v < q

次に，q ≥ v > wh′である場合，λを増加させることで，生産量を増加させる（あるいは生産量の減少
を小さくすることができる）ことが示される。このことは，次のように確認できる。（4）および（11）

より，次が得られる。

dX∗
i

dλ
=

−q + wh′

Pf ′′ − wλ

Xi
(
h(λXi)

λXi
− h′)

, ∀ i （16）

分母は，λを所与として企業が生産量を増大させたときの，限界利潤の変化を表している。再資源

化の平均費用 vが限界費用 wh′ を下回らない限り，分母は負である。また，同じ条件の下で q ≥ v
であるときには，分子も負である。したがって，dX∗

i /dλ > 0（v > wh′ および q ≤ v のとき）が
得られる。

以上より，次の結論がまとめられる。

結論 3.3 q > v∗ であるものとする。環境配慮型インプットの使用義務率 λの水準により，均衡は

次のようになる。

Y ∗
i

8>>>>><
>>>>>:

< Y 0
i , λ < λ1, λ > λ2,

= Y 0
i , λ = λ1, λ = λ2, ∀ i

> Y 0
i , λ ∈ (λ1, λ2),

（17）

（9） 任意の λに対して，複数の均衡が存在する可能性は排除できない。ただし，

Pf ′′ − wλ

Xi
(
h(λXi)

λXi
− h′), ∀ i

を仮定すると均衡は唯 1つだけである。この条件は，v の変化を考慮したもとで，限界利潤が Xi と
ともに減少することを表している。
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次に，Y 1 との比較において，λの変化の効果をまとめる。

結論 3.4 ある λにおいて，q ≥ v > wh′であるものとする。このとき，λを増大させると生産量は
増加する。すなわち，dY ∗

i /dλ > 0である。とくに，λ = λ̄1 である場合，λを増加させることで，

Y ∗
i > Y

0
i (∀i)となる。

以上より，v∗ < qである場合は，使用義務率を適切に選択することで，各企業の生産量が増大（わ

れわれのモデルでは利潤も増加）することが示された。

v∗ > qである場合，または v∗ < qではあるが λ̄1 以上の義務付けが困難である場合，環境改善の

価値を利用して生産量の減退を小さくすることが可能である。

環境配慮型インプットを動脈規格化することで，環境改善が行われる。われわれのモデルでは，

W だけの環境改善が実現される。廃棄物処理削減や二酸化炭素の削減が実現すれば，経済的な利益

が生じるものとしよう。W 一単位あたりの環境改善による経済的利益の大きさを µとする。いま，

この総利益をすべて動脈規格インプットを使用した企業に補助金として還元するものとする。する

と，均衡においては，次の補助金 sが得られることなる。

µW = s
mX

i=1

Xg∗
i = sλX∗ （18）

W = λX であるから，µ = sである。v∗ > q である場合，µ ≥ q − f(W ∗)/W ∗ であれば，少なく

ともある λに対して，q ≥ v − sが実現できることになり，動脈規格導入が生産に負の影響を与え
ない状況が生まれる。さらに，v − s = qを実現する λを，λ̃1, λ̃2 とする。明らかに，

λ̃1 < λ̄1 < λ̄2 < λ̃2 （19）

が成立するため，動脈規格の導入が生産に負の影響を与えない使用義務率の範囲が拡大することに

なる。λ̃1 が十分小さな値であれば，導入の抵抗も小さいものとなるだろう。

4． 環境標準の経済効果：シミュレーション分析

4.1 シミュレーション分析のフレームワーク

これまでに，環境標準とはどのようなものであり，いわゆる従来型標準とどのように異なるかを

定義した。さらには理論的な分析により，環境配慮を規格化し使用率を義務付けることで，生産に

負の影響を与えないための条件などが示された。

本節では，こうした条件が満たされ，環境標準が導入される状況を考え，具体的にどの程度の効

果が期待できるのかをケーススタディによるシミュレーションにより計測する。一般に政策立案過
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程における予算は十分でなく，常に優先順位をつけて多くの代替案の中から最も望ましい施策を実

行することが求められているが，そのためにはどの環境標準がどの程度の効果をもたらすかという

情報が不可欠となる。

そこで以下では 2つの例についてシミュレーションを行い，その効果を測る。具体的には応用一

般均衡モデル（Computable General Equilibrium Model: CGE）
（10）

を用いるが，これにより環境標準

導入の効果を消費者の厚生の変化として一義的にとらえることが可能となり，代替案間の評価が容

易となる。また，産業別に生産への影響を評価することも可能であり，政策立案における全方位的

な対応への指針を示すことが可能となる。

以下ではその枠組みを解説するが全体的な流れを記述することを優先し，具体的な定式化はappendix

に掲載する。
（11）

4.1.1 モデルの構造

本モデルでは，消費者及び生産者の行動にその焦点を絞っており，それ以外の政府支出や貿易な

どについては外生的に与えている。

はじめに消費者について解説する。本モデルにおける消費者は，労働と資本を生産要素として提

供し，それから得た所得　
（12）
を財と余暇の消費にあてることで効用を得ている。消費者の意思決定は 2

段階の入れ子構造となっており，各段階の意思決定は他の段階の決定に影響を及ぼさない弱分離可

能な効用関数 U を仮定する。

U = U [H(x, l), CF ] （20）

ただし，H(·, ·)は現在消費を定める関数で，合成消費財 x及び余暇 lに依存している。また，CF は

将来消費を示している。

第 1段階では，総消費が現在消費H と将来消費 CF に分割され，将来消費は当該期の投資にあて

られる。次に第 2段階として現在消費が合成財の消費 xと余暇 l に分けられ，余暇が増加すればそ

の分労働提供が減少する。最後に残った合成消費財が支出シェアのウェートパラメータにしたがっ

て各財の消費量 xi を決定する。第 1段階と第 2段階は CES型関数を用いているが，その代替の弾

力性については先行研究を参考に表 9（187頁）のように定めている。また，合成消費財はコブ・ダ

グラス型としている。

（10） CGEモデルの利用に関しては様々な議論がなされているが，Arrow（2005）は，“· · · one of today’s
standard tools of policy analysis.”であり，利用には注意が必要であるが政策立案においては他に
代替できるものはないと記している。

（11） 本稿で用いた CGEモデルは Excel VBAでプログラムされており，シミュレーションの前提条件
を設定すれば，均衡計算と計算結果の集計及びグラフ作成が自動的に行われる。

（12） 余暇の価値も含めた拡張された予算制約のもとで効用最大化行動をとる。
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次に生産部門について解説する。本モデルでは中間投入 xij と合成された生産要素 V Aj により生

産 Qj がなされるものとし，生産関数にはレオンチェフ型を仮定している。

Qj = min

»
V Aj(Lj ,Kj)

vj
,
x1j

a1j
, · · · , xnj

anj

–
, ∀ j （21）

ここで，合成された生産要素とは，労働と資本を合成したものであり，本モデルでは CES型関数に

より合成される。すなわち，生産技術に対して，中間投入と付加価値の割合は変化しないが，付加

価値を構成する生産要素間には代替を認めることを仮定したことになる。

生産者が完全競争市場で費用最小化行動をとるとすれば，（21）式の定式化より，生産財価格が生

産要素とパラメータのみに依存する関数として書き換えることができる。そのため，100以上の財

の需給の均等化，すなわち，一般均衡条件を，

EXL = EXK = 0 （22）

に縮約することができる。ただし，EXLは生産要素のうち労働の超過需要を，EXK は資本の超過

需要をそれぞれ示している。

4.1.2 厚生変化による環境標準化の評価

CGEモデルによる現況再現性が確認できれば，シミュレーションを行う準備が整ったことにな

る。現況で成立している均衡（＝基準均衡）に対して，シナリオとして何らかのショックを与え，新

たな均衡を模索することになる。

本節は環境標準の導入による効果計測を目的としているが，序盤の議論から明らかなようにその

導入による効果は様々な側面をもっている。そこで，本稿では環境標準の成立により導入された新

技術による CO2 排出量の減少分に限り，その効果を計測する。これを国際的な排出権取引市場で

売却し，その売却益を消費者に帰属させることで，消費者の予算が増加し，均衡での効用水準もあ

わせて増加するというものである。このシミュレーションで取り上げる 2例は「エコセメント」と

「ボトル toボトルリサイクル」であるが，
（13）

これらに即して効果を解説すれば以下のようになる。

エコセメントは環境 JISの 1つであるが，この標準化はクオリティ標準のミニマム品質標準とし

ての性格が強い。すなわち，JIS化されることにより，強度面のリスクを敬遠する企業を説得する

「品質保証」とすることができるのである。これは動脈製品規格型環境標準（動脈規格）の例である

が，この標準化の結果，エコセメントが完全に既存セメントを代替したと仮定して上記の CO2排出

量の削減を推計し，その環境標準の導入効果としている。

ボトル toボトルリサイクルは，容器リサイクル法の再商品化義務への対応が大きな目的の 1つで

ある。すなわち，静脈基準設定型環境標準（静脈基準）の導入により誘発された技術であるという側

（13） その特徴は次節で概説する。
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面をもっている。この技術の導入により削減可能な CO2 を推計し，それを売却することで家計の

効用が増加する。なお，エコセメントの例との比較を行いやすくするために，ボトル toボトルリサ

イクルについてもすべての PETボトルが新技術で置き換えられることを仮定して評価することで，

その導入効果としている。

なお，基準均衡から新均衡へと変化で発生した効用変化の評価には以下で定義される等価変分

（Equivalent Variation: EV）を用いた。

EV = e(p0, u1)− e(p0, u0) （23）

ただし，eは支出関数，pは価格ベクトルを示しており，添え字 0は基準均衡を 1は新しい均衡を意

味する。すなわち，基準均衡時点での価格体系のもとで新均衡の効用水準 u1を達成するために必要

な最小費用と基準均衡での所得との差額として定義される。これは基準均衡と新均衡の間で生じた

変化はどれだけの所得の変化に等しいかを測っており，より大きな EVをもたらすシナリオの方が

消費者にとっての効用はより増加していることになる。

4.1.3 製品規格型の例：エコセメント

表 1に示した環境標準の類型化のうち，製品規格型の例としてエコセメントを取り上げる。エコセ

メントとは従来のセメント原料の一部を焼却灰で代替するリサイクル製品を指す。これまで焼却灰

はセメントにとって好ましくない塩素分を多く含んでいることから実用化に至らなかったが，1990

年代後半になって，太平洋セメント株式会社がそれらを除去し従来のセメントの原料を代替する資

源とすることに成功した。その後，2002年 7月に経済産業省により環境 JIS（日本工業規格）化さ

れ，品質，原材料，製造方法，試験方法，検査，表示，報告事項などが規定されるにいたっている。

エコセメントは，投入される焼却灰が逆有償で取引されていることもあり，JIS化から間もない

2003年に約 8万トンが生産された。しかし，2003年度のわが国のセメント需要は約 6,300万トン

であり，その 1％にも満たないことから今後の更なる需要増加が期待されている。
（14）

4.1.4 基準設定型の例：ボトル toボトルリサイクル

次に基準設定型規格の例として，ボトル toボトルリサイクル（以下，BtoB と省略）を取り上げ

る。これまで PETボトルのリサイクルは細かく裁断し，衣類をはじめとする繊維製品やシートと

いった形でリサイクルされていたが，株式会社帝人による BtoBリサイクルでは，その名が示すよ

うに PETボトルを PETボトルとして再生することができるようになった。この BtoBリサイクル

は平成 12年 4月に完全施行された「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」

（以下，「容器リサイクル法」）により，事業者に一定比率の再商品化義務が課されることに対応すべく

開発が進められた。

（14） ただし，今後利用が促進されたとしてもインプットとして利用される都市ごみの制約から，全セメ
ントの 1割が上限と考えられている。
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4.2 経済評価の前提条件

4.2.1 CO2 削減効果の考え方

環境規格を採用している環境配慮型の財は，通常財に比べて生産プロセスで使用するエネルギー

が増加する場合もある。使用エネルギーの増加と CO2 排出は比例的関係にあるから CO2排出量は

生産プロセスだけをみれば増加することになる。しかし，環境配慮型の財は何らかの環境負荷低減

の効果が期待されるものであるから，財のライフサイクル全体で考えれば，総環境負荷は必ず低下

する。

ライフサイクル全体の環境負荷は，産業連関分析を応用した LCAが計測に適しているため，CO2

削減効果について産業連関分析に基づく LCAによる評価を行う。産業連関分析の枠組みを用いる

と，部門 j の活動に伴う総環境負荷量は以下のように表される。

e1x1j + e2x2j + · · ·+ enxnj − (e1x1jm1 + · · ·+ enxnjmn) + dj = ejXj , ∀ j （24）

ただし，Xj は生産者価格の国内生産額，ej は部門 j の単位生産当たりの直接，間接に誘発され

る環境負荷量，dj は直接環境負荷量，xij は部門 j に対する部門 iからの投入額を示す。また，mi

は輸入係数でmi =
MiPn

j=1 aijXj+Fi
と定義される。ただし，aij は投入係数，Fiは国内最終需要であ

る。これにより輸入品が除外され，国内生産のほとんどない石油や石炭等の産業における排出量が

より実体に近い水準となる。

（24）式を国内生産額Xj で割ると投入係数 aij，単位生産額当たりの直接環境負荷 dj を用いて

以下のように表すことができる。

a1je1 + a2je2 + · · ·+ anjen − (a1jm1e1 + · · ·+ anjmnen) + dj = ej , ∀ j （25）

これを輸入係数を対角成分とする行列M を用いて標記すれば，最終的なバランス式は以下のように

なる。

E = D(I − (I −M)A)−1 （26）

以下ではこの（26）式を用いて推計を行う。具体的には，BtoBリサイクルやエコセメントが導入され

ることによって，当該部門の直接環境負荷量djがdj−Θj(Θj > 0)となるが，このΘjをBtoBリサイク

ルとエコセメントについて推計する。新たな直接環境負荷量ベクトル D̂ = (d1, · · · , dj −Θj , · · · , dn)

のもとで（26）式をそれぞれ再計算した結果を Ê としたとき，E − Ê を計算することで当該技術に
よる CO2 削減量とする。

4.2.2 使用するデータベースとその調整

本稿では，LCAによる分析で基礎となるCO2排出原単位として南斎他（2002）によるデータベー

スを使用する。ただし，このデータベースは推計の対象年次が 1995年であることからスケール変換
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を行う必要がある。具体的には環境省（2003b）より 1995年度から 2000年度にかけて CO2排出量

が 2.14％増加していることから，南斎他（2002）における総排出量を 2.14％増加させた値にその

シェアを乗じることで産業別の排出量を設定した。
（15）

表 2より明らかなように環境省（2003b）と南

斎他（2002）の総排出量が合致していないことから，絶対値の比較を行う際には注意が必要である。

1995年 2000年

環境省（2003b）の総 CO2 排出量 330.8 337.9

南斎他（2002）の総 CO2 排出量 343.4 350.7

（単位：（百万 t-C）

表 2 CO2 データの調整

4.2.3 BtoBリサイクル

BtoBリサイクルによるトン当たりの削減量をヴァージン原料から生産する場合と比較すること

で CO2 削減率を計算する。はじめに生産プロセスにおける CO2 排出量を比較すると，ヴァージン

原料からの PETボトル生産（含フィードストックエネルギー）では 1.488 CO2-t/DMT-t，コジェネ

を利用した BtoBでは 1.477 CO2-t/DMT-tとなっている。
（16）

よって，BtoBリサイクルの導入によ

り単位当たりの PET生産において，約 0.7％の CO2 排出削減が可能となる。
（17）

また，BtoBリサイクルを導入することによって，これまで最終処分されていた使用済み PETボ

トルが焼却されないことになる。一般廃棄物処理における廃 PETの焼却率は約 78％と推計されて

いることから，最終処分時の CO2 排出削減は 78％とする。

4.2.4 エコセメント

生産プロセスでは，エコセメントから排出されるCO2は 800kg-CO2/t，通常セメントでは 803kg-

CO2/tとなっており，削減率は 0.4％でほぼ同一である。
（18）

しかし，エコセメントは焼却灰をイン

プットとして使用することから，トン当たり 613kgの焼却灰を処分する必要がなくなる。そのため，

既存のセメント製造と焼却灰処理の合計とエコセメントを比較すれば，単位当たりのエコセメント

生産で 7.9％の CO2 削減となる。

以上を整理すると CO2 削減量は以下のようになる。

（15） さらに，このデータベースは 93部門分類であることから，いくつかの部門については生産額比に
より 104部門へと按分配分を行った。ただし，帰属家賃については CO2 発生に関係していないと考
えられることから配分しなかった。

（16） 株式会社帝人ファイバー資料による。以下，特に断りのない限り，BtoBに関するデータは同資料
による。

（17） 現状ではコジェネではなく自家発電による生産が行われており，BtoBによる排出量は 2.207 CO2-

t/DMT-tとなっているが，本稿における分析では当該技術が広く普及し，十分な規模の生産が行わ
れることを前提としていることから最も効率的な生産がなされた場合を採用した。

（18） この節の数値は佐野・市川・辰市・四阿（2000）に基づく。
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エコセメント ボトル to ボトル

生産プロセス 0.4％ 0.7％
最終処分時 7.9％ 78％

表 3 単位生産量あたりの CO2 削減率

4.2.5 インプットデータへの変換

環境標準導入によりもたらされたCO2排出の直接的な変化分は，表 3のようにまとめることがで

きた。しかし，各 CGEモデルの産業分類が対象としている財とこれらの商品は 1対 1で完全に対

応しているわけではないことから，何らかの方法で各産業分類に配分する必要がある。

配分方法にはいくつか考えられるが，ここでは基本分類の生産額を使って配分する。BtoBリサ

イクルは産業分類「プラスチック製品」に含まれる基本分類「プラスチック製容器」が該当するが，

「プラスチック製容器」の生産額が「プラスチック製品」に占める割合が約 10.7％（＝ 1,097,352百

万円/10,247,750百万円）であることから，0.7％× 10.7％＝ 0.075％となる。さらに「プラスチッ

ク製容器」のうち，すべてが PETボトルではないことから，経済産業省（2004）に基づき，プラス

チック製容器に占める PETボトルの割合を 55％と設定した。
（19）

これにより最終的にインプットとし

て用いられる値は，0.075％ × 55％=0.04％である。

一方，エコセメントが該当する産業分類は「セメント製品」であるがこれはすべてセメントから

なるため，そのままの適用が可能である。しかし，日本中の焼却灰をすべて集めたとしても現状の

セメント生産量の約 1割しか代替できない　
（20）
ことから，0.4％× 10％＝ 0.04％をインプットとする。

4.3 廃棄物処理に対する最終需要の変化

BtoBリサイクルが普及すると，地方自治体はその分 PETボトルの最終処分を行わなくなること

になり，処分費用の一部が不要となる。その一方で容器リサイクル法の施行により，分別収集が義

務化され，再商品化の委託を行う必要がある。これを CGEモデルの考え方で解釈すれば，地方自

治体　
（21）
の「廃棄物処理」への最終需要が減少し，「プラスチック製品」への最終需要が増加することに

なる。エコセメントについても焼却灰が逆有償で取引されている　
（22）
ことから，同じように政府部門の

（19） 具体的には 2000年度に市町村で分別回収された PETボトルが 124,873トンでその他プラスチッ
ク容器が 100,810トンであったことから，124,873/225,683=55％として算出した。このデータは容
器リサイクル法の施行状況を確認するために把握されたものであり，本来であれば生産段階での按分
が必要であるが適当なデータをみつけることができなかったため，この値を使用した。

（20） 太平洋セメント株式会社ヒアリングより。
（21） 本稿の CGEモデルでは政府部門として中央政府などを含めた部門として扱われる。そのため以下

では地方自治体を「政府部門」と表記することもある。
（22）『太平洋セメント：ゴミ活用に生き残りをかける』日経ビジネス 2004年 1月 19日号，『テクノロ

ジー最前線：エコセメント』日経エコロジー 2004年 9月号に基づく。
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最終需要の構造が変化することになる。
（23）

本稿の CGEモデルでは最終需要 F = (F1, · · · , Fn)は2
66664
F1

...

Fn

3
77775 =

2
66664
C1 + IV1 +G1 +NEX1

...

Cn + IVn +Gn +NEXn

3
77775 （27）

である。ただし，C は家計消費，IV は民間投資，Gは（フロー及びストックへの）政府支出，NEX

は純輸出である。このとき，「廃棄物処理」が第m部門，当該産業（BtoBリサイクルあるいはエコセ

メントが含まれる部門）が第 k部門とすれば，変化後の政府部門の最終需要ベクトル Ĝは，

Ĝ =
h
G1, · · · , Gk + Γ, · · · , Gm − Γ, · · · , Gn

i′
（28）

と表すことができる。ただし，Γは「廃棄物処理」への投入減少分（＝当該部門への移転支出）である。

続いて，この最終処分時の最終需要の具体的な変化 Γを推計する。はじめにBtoBリサイクルの例

について考える。産業連関表の「廃棄物処理」
（24）

のうち地方自治体及び家計最終消費からの投入がい

わゆる一般廃棄物の処理であると考えることができる。2000年産業連関表ではこの値は，1,419,401

百万円であり，「廃棄物処理」に占める割合は，41.9％である。

ここで，PETボトルはすべて家庭から出る廃棄物であるとすると，一般廃棄物のうち重量比で 10.3

％がプラスチック容器　
（25）
であり，プラスチック容器のうち 55％が PETであるとしたから，1,419,401

× 10.3％× 55％× 78％=62,719百万円となる。
（26）

これは「廃棄物処理」の 1.9％に相当する。

同様にエコセメントについて推計する。エコセメントが代替的なインプットとして使用している

のは一般廃棄物の焼却灰である。環境省（2003a）を使って一般廃棄物の処理事業費のうち最終処

分が占める割合を推計すると，11.8％となった。
（27）

単位あたり削減率は表 3より 7.9％であるから，

1,419,401 × 11.8％ × 7.9％=13,213百万円となる。
（28）

これは「廃棄物処理」の 0.4％に相当する。

これらの結果をもとに（26）式を使って総 CO2排出量を推計し，BaUでの総 CO2排出量から引

くことで，以下の CO2 削減量が得られる。

（23）「廃棄物処理」への投入の減少額は再商品化に対する委託業務への入札落札額が等しくなるとは必
ずしもいえないが，本モデルではこれらが同額であると仮定する。

（24） 基本分類である「廃棄物処理（公営）」，「廃棄物処理（産業）」を合計している。
（25） 環境省（2004）より。
（26） この値を BtoBリサイクルの場合の Γとする
（27） 環境省（2003a）の P45にゴミ処理事業経費が計上されている。このうち，投資部分は該当しない

ため考慮せず，「処理および維持管理費」だけを対象とした。「処理および維持管理費」のうち，「処理
費」は「収集運搬費」「中間処理費」「最終処分費」に分類されている。この割合を「人件費」や「委
託費」等にも適用して，最終処分の費用を推計し，総費用に占める割合が 11.8％となった。

（28） この値をエコセメントの場合の Γとする
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BtoBリサイクル エコセメント

廃棄物処理への投入の削減額 (= Γj) 62,719百万円 13,213百万円
生産プロセスでの削減率 (= Θp

j ) 0.041％ 0.040％
最終処分時の削減率 (= Θw

j ) 1.9％ 0.4％
CO2 削減量（合計） 221,341t-C 65,203t-C

表 4 産業分類単位に修正したインプットデータ

4.3.1 CO2 の金銭換算

本稿では，CO2 削減分は国際的な排出権取引市場で売却することが可能であるものとし，
（29）

シミュ

レーション上の売却価格は，以下の 3種類とする。

1. 実際の取引をベースとした価格

2. 既存研究の平均的価格

3. 既存研究のうち高めの価格

「実際の取引をベースとした価格」は，京都議定書が発効したとはいえ，中長期的には制度的にま

だまだ不確実な要素があり，価格もそのリスクを反映しているとの考えから，低めの価格として採

用した。そして，「既存研究のうち高めの価格」がその逆であり，予測されている高めの価格という

ことになる。これに既存研究の平均的価格を加えることで感度分析としての役割をもたせる。

「実際の取引をベースとした価格」は，欧州エネルギー取引所（European Energy Exchange：EEX）

による「CO2 Price Index」に基づき，9.90ユーロ／ t-CO2 とする。他のデータとの整合性をとる

ために炭素換算し，1ユーロ＝ 140円として変換すれば，9.90× 12
44

× 140 = 378円／ t-Cとなる。
（30）

表 5は，CO2 の排出権取引が京都議定書の Annex Bの間でのみ行われる場合の限界削減費用に

限界削減費用 限界削減費用

G-Cubed 53 MIT-EPPA 76

POLES 53 SGM 84

RICE 62 AoverlineE-GTEM 106

AIM 65 MERGE3 135

（単位：USドル／ t-C）

表 5 先行研究における CO2 の限界削減費用

出所：van Kooten（2004）

（29） あるいは前節での議論と同様に削減に対して一定額の補助金が政府より支給されると考えることも
できる

（30） CO2 Price Indexとは，EU域内での実際の取引データを加工して作成したもので，2004年 11月
より日次で更新されている。9.90ユーロ／ t-CO2 は 2005年 4月末までの公表値の平均値である。
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関する既存の研究成果の一部をまとめたものである。
（31）

これをみると，平均で 79 USドル／ t-C前後

であり，378円／ t-Cという価格は実際に非常に控えめな評価であることがわかる。国際的な排出

権取引市場では排出権価格＝限界削減費用が成立しているものとし，表 5の平均値 79ドルと最高額

である 135ドルを利用して，本分析における CO2 価格のシナリオを表 6のように設定する。
（32）

排出権価格

シナリオ 1：実際の取引をベースとした価格 378円／ t-C

シナリオ 2：既存研究の平均的価格 9,510円／ t-C

シナリオ 3：既存研究のうち高めの価格 16,200円／ t-C

表 6 CO2 価格のシナリオ

4.4 経済効果の推計

CO2 削減量が決定され，それを金銭換算することができたので，経済効果を推計する準備が整っ

たことになる。
（33）

この売却益はすべて家計に帰属するものとし，その結果を CGEモデルに家計の所

得増加としてインプットすれば，BaUと比較した厚生の変化分を EVとして測ることができる。

4.4.1 推計結果

前節で導出した前提条件を CGEモデルに外生的ショックとして与え，生産要素市場が再度均衡

する新しい生産水準及び価格水準を導くことで，EVを算出する。これは規格導入前と導入後の代

表的消費者の厚生の変化分を評価することになるが，その結果をシナリオ別にまとめたものが表 7

である。

BtoBリサイクル エコセメント

シナリオ 1 201,401 166,901

シナリオ 2 197,375 165,715

シナリオ 3 194,425 164,846

（単位：百万円）

表 7 EVの推計結果

この結果によると，CO2 価格がどのような水準であろうと BtoBリサイクルの方が効果が大きい

ことになる。これはモデルの構造上，CO2 削減量の大小に結果が大きく依存していることによる。

（31） 表 5の左側のアルファベットは推計に用いられたモデル名を示している。例えば，AIMは日本に
おいて開発されたモデルであり，エネルギー部門を詳細に組み込んだ CGEモデルである。

（32） 1ドル＝ 120円として計算した。
（33） CO2 の削減率ではなく削減量を考えると，当該財がどの程度普及しているかが大きく影響するこ

とになる。この普及率を推計することは非常に困難であると同時に本稿は環境標準のもたらす効果を
推計することを目的としていることから，対象としている財が最大限普及した場合を対象として推計
を行った結果を比較することとする。
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図 1 感度分析の結果

注 1：標準ケースは代替の弾力性が 0.67，低いケースは 0.33，高いケースは 1 である。
注 2：シナリオ 1 の EV を 100 ％とした場合のシナリオ 2，3 の変化率をプロットしている。

シナリオ 1が最も所得増加が少なく，シナリオ 3が最も大きいとしたが，表 7をみると，所得増

加が大きければ大きいほど，EVが小さいという結果となっている。この理由としては，資本供給

を一定としている制約により所得増加分の消費財需要が発生すると，財価格が上昇していくためと

考えられる。これは図 1からも確認できる。この図は，異なる生産要素の代替の弾力性値による感

度分析を行ったものであるが，弾力性値が小さいほど，EVの低下率が小さくなっている。弾力性

値が小さければ，資本を労働で代替する割合が減少し，労働は賃金率の上昇によりその供給量が変

化する構造となっているためである。

CO2 価格及び弾力性値を変化させたとしても，2つのケースの間の順序は変化しないことから，

優先順位付けの役割は果たすことができると考えられるが，一方で，その絶対値はパラメータ値に

敏感に反応することから解釈には注意が必要である。
（34）

次に，新均衡での生産額の変化をみると，BtoBリサイクルの例では経済全体の生産額が基準均

衡の生産額よりも約 425億円上昇しているのに対し，エコセメントの例では，約 233億円減少して

いる。ただし，この変化額は生産額全体の 0.01％以下であり，ほぼ生産額は変化していないという

のが現状である。

図 2及び図 3は，シナリオ 2の例で産業別に生産額の変化をみたものである。これをみると，直

（34） 実証的な観点から生産要素の代替の弾力性値をはじめとする多くのパラメータに関する統計的検討
を行うことは今後の課題としたい。
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図 2 BtoBリサイクル導入による生産額の変化（シナリオ 2）
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図 3 エコセメント導入による生産額の変化（シナリオ 2）

接的に最終需要を変化させた当該部門と廃棄物処理部門を除けば，サービス業に比べて製造業にお

ける減少傾向が目立つ。また，図を見比べると，BtoBリサイクルの方が各産業間の変化率のバラ

つきが大きい。実際，2つの例の生産額の変化について変動係数を計算すると，エコセメントでは

−16.25，BtoBリサイクルでは 25.93となっており，BtoBリサイクルの方が産業間での影響の格差

が大きいことがわかる。こうした各産業への影響はエコセメントと BtoBリサイクルではその大き

さだけでなく，増加・減少の方向性も異なるものとなった。
（35）

今後，追加的施策が導入されることが

あるとすれば，政策担当者はこうした情報を考慮して政策立案に望む必要があるであろう。

5． 終わりに

本稿では，環境標準の類型化を試みるとともに，その標準化政策における特徴付けを行った。類

（35）（32部門に統合する前の）104部門中，14部門で増加・減少の符号が逆転した。
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型化に当たっては動脈・静脈の視点を加えて，新たな環境標準の定義を定めた。これにより，従来

型標準と環境標準の差異を明確にし，基準設定型・製品規格型の 2つをセットで導入することの重

要性を指摘した。

また，理論分析では動脈規格が導入されるためのインセンティブについての分析を行い，生産水

準を減少させない使用義務率の範囲を導出した。こうした条件のもとでは生産への負の影響が発生

しないことから，企業による環境規格の導入が進むものと期待される。

最後にこうした条件が満たされ，環境標準が導入され新技術が広く浸透した場合の効果を CGE

モデルによるシミュレーションで分析した。具体的にはエコセメントと BtoBリサイクルを対象と

したが，最大限に技術が普及していることを前提とした結果，BtoBリサイクルの方が消費者に対

する効果が大きいことが明らかになった。
（36）

本稿では，理論分析においてもシミュレーション分析においても，前半で整理した環境標準の効

果のすべてを分析することはできなかった。例えば，理論分析では静脈規格に関する分析は行って

いない。また，CGEモデルによるシミュレーション分析では，環境標準の導入によってもたらされ

る各種外部性のすべてを扱っているわけではない。これらは極めて重要な問題であり，今後の研究

課題としたい。

（36） ただし，弾力性値や前提条件の各種統計からの引用値に大きく依存しており，こうしたデータの精
査次第では異なる結果が得られる可能性もあることを指摘しておく。
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A． 2000年産業連関表に基づく CGEモデル

以下のモデルは，基本的に Shoven and Whalley（1992）及び市岡（1991）に基づいた静学の応

用一般均衡モデルである。モデルの基本的データベースとなる社会会計行列の作成には 2000年産

業連関表（104部門）を用いた。

A.1 モデルの構造

A.1.1 生産者行動

各産業 (i = 1, · · · , n)
（37）

は，資本K と労働 Lという 2つの生産要素（いずれも家計にすべて保有さ

れると仮定する）に加えて，産業連関表より与えられる中間投入を用いて，費用最小化のもとで生産

を行うものとする。
（38）

各産業は規模に関して収穫一定の技術に従うと仮定し，第 j 産業の生産関数を以下のレオンチェ

フ型として定式化する。

Qj = min

„
V Aj(Lj ,Kj)

vj
,
x1j

a1j
, · · · , xnj

anj

«
, ∀ j （29）

ただし，Qj は第 j 産業の産出量，xij は第 j 産業に対する第 i産業からの中間投入，aij は投入係

数，V Aj は付加価値額，vj は第 j 産業の付加価値率をそれぞれ示している。

（29）式は中間投入と付加価値の間の代替と認めないことを意味しているが，付加価値額 V Aj に

ついては生産要素間の代替を認め，以下の CES型関数により形成されるものとする。

V Aj = γj

“
αjL

−ρj

j + (1− αj)K
−ρj

j

”− 1
ρj , ∀ j （30）

ただし，γj は第 j 産業の効率パラメータ，αj は生産要素の分配パラメータをそれぞれ示している。

また，ρj は σj を代替の弾力性としたとき，ρj =
(1−σj)

σj
となるパラメータである。

労働と資本の粗要素価格　
（39）
をそれぞれ，pL，pK とすると，規模に関する収穫一定の仮定より，費

用関数 c(pL, pK , Q) = c(pL, pK , 1)Qである。すなわち，生産者行動は単位費用の最小化として求

めることができることを意味しており，付加価値 1単位当たりの要素需要は下式より求めることが

できる。

（37） 上述のように 104部門の産業連関表を用いるため，n = 104であるが，表記の便宜をはかるため，
以下では nを用いる。

（38） 結合生産はないものとする。
（39） 労働税率及び資本税率を含んだ価格であるので，粗要素価格としている。
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min pLLj + pKKj （31）

s.t. γj

“
αjL

−ρj

j + (1− αj)K
−ρj

j

”− 1
ρj = 1, ∀ j

これを解くと，以下の労働及び資本の単位当たり要素需要関数を得る。

RL =
Lj

V Aj
= γ−1

2
4αj + (1− αj)

„
αjpk

(1− αj)pL

« ρj
1+ρj

3
5

1
ρj

, ∀ j （32）

RK =
Kj

V Aj
= γ−1

2
4αj

„
(1− αj)pL

αjpk

« ρj
1+ρj

+ (1− αj)

3
5

1
ρj

, ∀ j （33）

利潤最大化行動のもとでは「価格=限界費用」という関係が成立する。また，生産技術の 1次同

次性より「平均費用＝限界費用」だから，生産財価格 pj は以下の関係を満たす。

pj =
pLLj + pKKj + Tj +NEXj + TXj +

P
i piaijQj

Qj
, ∀ j （34）

ただし，Tj は純生産物税，
（40）

NEXj は純輸出入，TXj は関税を示している。生産物税の税率を tj と

すれば，（34）式は以下のように書き換えられる。

pj =
(pLLj + pKKj) (1 + tj) +NEXj + TXj +

P
i piaijQj

Qj
（35）

= vj [pLRL + pKRK）] (1 + tj) +ROWj +
X

i

piaij , ∀ j （36）

ただし， ROWj ≡ NEXj+TXj

Qj
である。これを pj について解いて行列表示すると，以下を得る。

2
66666666664

p1

·
·
·
pn

3
77777777775

′

=

2
66666666664

v1 [pLRL + pKRK ] (1 + t1) +ROW1

·
·
·

vn [pLRL + pKRK ] (1 + tn) +ROWn

3
77777777775

′

[I −A]−1 （37）

ただし，I は単位行列，Aは投入係数行列である。（37）式より，財価格は税率等を所与とすると，

生産要素価格が定まるとただちに決定されることがわかる。

A.1.2 消費者行動

家計は労働と資本からなる生産要素を提供すると同時に対価として得る所得を用いて消費財の購

入と貯蓄に関する意思決定を（近視眼的に）行う。また，家計は同質的であるものとし，代表的個人

の効用関数 U は（弱）分離可能な CES型効用関数を仮定する。

（40） 産業連関表の定義と整合的となるように生産要素に対して課税されるものとする。
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U =
“
α

1
µHη + (1− α) 1

µCη
F

” 1
η （38）

ただし，H は現在消費，αはウェイト・パラメータである。また µは現在消費と将来消費 CF の代

替の弾力性を，τ は合成財 C =
Qn

j x
θj
j と余暇 lの代替の弾力性を示しており，η =

µ−1
µ
，φ = τ−1

τ

である。家計は，はじめに将来消費と（余暇と合成財から成る）現在消費に関する最大化を行うもの

と考える。

max
“
α

1
µHη + (1− α) 1

µCη
F

” 1
η （39）

s.t. I = pHH + pFCF

ただし，I は家計の所得に対して余暇を加えた「拡張可処分所得」，pH は現在消費の価格，pF は将

来消費の価格をそれぞれ示している。これをH 及び CF について解くと現在消費と将来消費に関す

る需要関数が得られる。

H =
αI

pµ
H

h
(αp

(1−µ)
H + (1− α)p(1−µ)

F

i , CF =
(1− α)I

pµ
F

h
αp

(1−µ)
H + (1− α)p(1−µ)

F

i （40）

（40）式は貯蓄（= S）と考えられることから，pFCF ≡ pSS とおく。ただし，pS は投資財の

価格である。このとき，消費者は第 2段階として現在消費（H）を合成財消費 (C =
Qn

j x
θj

j )と余暇

（l）に配分する以下の最適化問題を解くことになる。

max
h
(1− β) 1

τ Cφ + β
1
τ lφ

i 1
φ （41）

s.t. I − pSS = pxC + pLl （42）

ただし，β はウェイト・パラメータである。これを解くと合成財及び余暇の需要関数が以下のよう

に得られる。

C =
(1− β)(I − pSS)

pτ
x

“
(1− β)p(1−τ)

x + βp
(1−τ)
L

” , l =
β(I − pSS)

pτ
l

“
(1− β)p(1−τ)

x + βp
(1−τ)
L

” （43）

最後に，消費者は合成財 C を最大する n種類の財の購入に関する以下の最適化問題に直面する。

max C =
nY
j

x
θj

j （44）

s.t. I − pSS − pll =
nY
j

pjx
θj

j （45）

これを解いて，各消費財の需要関数が以下のように得られる。

Xj =
θj(I − pSS − pll)

pj
, ∀ j （46）
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A.1.3 外生変数

貯蓄はすべて投資財の購入に当てられると仮定すると，前節までのモデルで家計消費額と投資額

が決定したことになる。また。最終需要の残りの部門については基本的に基準均衡における構造を

そのまま踏襲するものとする。すなわち，外国貿易と政府支出は基準均衡時の対生産額比より導か

れる。政府は得られた税収のすべてを政府支出及び公共投資として支出し，必要であれば国債を発

行してまかなうものとするが，本モデルでは国債市場は明示的には取り扱っていない。

また，家計の総所得を時間価値も含めた拡張可処分所得として定義するには余暇時間の算出が必

要である。その際，総労働保有に占める労働供給の割合を，市岡（1991）に従い， 1
2.14
と仮定した。

また，カリブレーションでは，総就業者数を 6,446万人（労働力調査年報 2000年），1人当たり平

均年間総実労動時間数を 1,859時間／人（毎月勤労統計調査年報 2000年）として，余暇時間を算出

した。

A.2 均衡解の導出プロセス

A.2.1 産出量・最終需要の決定

すべてのパラメータをカリブレーション等により設定することができれば，以下の式で表される

最終需要を求めることができる。

F = C + IV +G+NEX （47）

投資 IV は家計の効用最大化行動における将来支出に等しいと仮定する。また，政府消費Gは政府

支出と公共投資の合計を意味している。NEX は純輸出であり，本モデルでは政府消費とともに基

準均衡時の比率で配分される。

生産関数が（29）式により与えられていることから，最終需要が定まると投入係数行列 Aを用い

ることによって以下のように産出量が決定される。

h
Q1 · · · Qn

i′
= (I −A)−1

h
F1 · · · Fn

i′
（48）

A.2.2 生産要素の決定

すでに導出した単位当たりの最適な生産要素需要に（産出量に付加価値率を乗じて求められる）付加

価値額を乗じることで，家計の効用最大化行動から導かれた最終需要を満たすために必要な生産要

素量 LD，KD が求められる。具体的には以下の式により決定される。

Lj = vjQjRL, LD =
X

j

Lj （49）

Kj = vjQjRK , LD =
X

j

Kj （50）
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一方，労働供給は家計の効用最大化行動の結果導かれた余暇を総労働保有量 LA から引いたもの

として定義されている。また，資本の供給量KS は一定としていることから，労働と資本の超過需

要 EXL，EXK が以下のように導出される。

EXL = LD − (LA − l), EXK = KD −KS （51）

A.2.3 均衡条件

（37）式により財価格が決定される本モデルでは，労働市場と資本市場における超過需要がゼロと

なれば，ただちに財市場も均衡する。よって，一般均衡条件は下式のように単純化される。

EXL = EXK = 0 （52）

具体的には，駄田井（1989）によるワルラス模索の方法に従い，両生産要素の超過需要を算出し，

超過需要が正である場合は要素価格を上げ，負である場合には下げるという操作を繰り返すことで

収束させる。

B． 弾力性値について

本稿の CGEモデルに限らず多くの CGEモデルでは産業別の CES付加価値関数などを用いて

いるため，産業別の代替の弾力性値を与える必要がある。産業別の代替の弾力性を推計する研究は

CES関数が紹介された 1960年代以降活発に行われてきたが，Shoven and Whalley（1992）の第 5

章にて論じられているように推計方法によって大きなバラつきがみられることが指摘されている。

以下の表 8は，代表的な既存研究での弾力性値をまとめたものである。
（41）

生産要素間の弾力性 消費弾力性

Babiker et al.（2003） 1 1

Bovenberg and Goulder（1996） 0.7 0.5

市岡（1991） 1 1.12

川瀬他（2003） 1 0.2

鷲田（2004） 0.6 0.6

表 8 既存研究の弾力性値

本稿では，これらを踏まえて，日本経済を対象としたCGEモデルの先駆的研究である市岡（1991）

による弾性値を基本とし，以下のように設定した。

（41） 生産要素間の弾力性は労働と資本の間の弾力性を示している。また，消費弾力性は，基本的に現在
消費と将来消費の間の弾力性値を示しているが，鷲田（2004）は定式化が異なることから主効用関数
における消費財とエネルギーの間の代替の弾力性値を掲載している。
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弾力性値

生産要素間の代替パラメータ (ρ) 0.5

生産要素間の代替の弾力性 (σ) 0.67

労働供給の弾力性 (ξ) 0.05

余暇と合成消費財の弾力性 (µ) 0.54

現在と将来の消費の弾力性 (η) 1.12

表 9 外生値として与えた弾力性

（経済学部教授）
（大学院経済学研究科 後期博士課程）
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